
はじめに 
 認知症初期集中支援チーム（以下、初期集中支援
チームとする）とは、認知症の早期発見・早期介入
のための切り札として、平成 27年 1月に厚生労働省
が公表した「認知症施策推進総合戦略（「新オレンジ
プラン」）」において事業化されたチームである。そ
の大きな目的は、認知症の容態に応じた適時・適切
な医療・介護等の提供に貢献することであり、平成
30年度までに、全国各市町村で実施することとされ
ている 1）。本事業化に先立ち、平成 25年度から、全
国 14カ所においてモデル事業が実施され、熊本県で
は荒尾市において事業展開した。本稿では、その実
践を報告し、課題について考察する。 

 

熊本県の認知症施策と初期集中支援チーム事業の概要 
 初期集中支援チームは、医療・介護の専門職各 1

名と、認知症専門医もしくは認知症サポート医 1名
を含む多職種で構成される。家族や住民、民生委員
などからの相談に応じて、自宅などへ訪問し、観察
票・評価票を用いてアセスメントを行う。アセスメ
ントの結果をもとに、認知症専門医や看護師を中心
とした医療者、介護福祉担当者、行政担当者などか
らなるチーム員会議を開催し、適切な介入について
検討をおこない、初期集中支援チームが介入を実践
する。訪問と評価・チーム員会議による介入の検討・
介入の実践を繰り返すことにより、既存の医療シス
テムや介護ケアシステムへ移行したところで、介入

終了となる。介入期間は最長 6か月である。初期集
中支援チームの相談対象者は、原則 40歳以上の在宅
生活者で、認知症または認知症が疑われる人のうち、
これまで認知症診療を受けたことがない人、継続的
な医療・介護に結びついていない人などである 1）。
荒尾市では、チーム員会議を月 2回定期開催してお
り、認知症サポート医、看護師、作業療法士、臨床
心理士、精神保健福祉士、社会福祉士のほか、地域
包括支援センター保健師や熊本県認知症対策行政担
当者などが参加し、専門性の高い各職種がそれぞれ
の視点で介入を検討している。 

 

 初期集中支援チームの最大のメリットは、医療と
介護が初回から同時に介入できる点にある。とくに、
脱水や栄養不良など生命危機の迫る身体状態にある
場合では、医療関係者が訪問し介入できるため、そ
の後の治療に速やかに移行できるメリットがある。
認知症対応の面では、荒尾市においては、初期集中
支援チームを地域拠点型認知症疾患医療センター内
に設置し、相談応需とともに、認知症専門医による
鑑別診断が極めてスムーズに行える点が大きな特徴
である。認知症疾患医療センターは、医療圏域内の
他の市町包括支援センターと常に連携していること
から、包括支援センターへの引継ぎがスムーズであ
る。さらに、熊本県では認知症疾患医療センターが
単科精神科病院に設置されていることから、いわゆ
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る BPSDなどで在宅生活が極めて困難な状況となっ
た場合や、危機介入が必要な場合に、入院という選
択肢があること、認知症というよりむしろ統合失調
症の急性増悪である、といった精神疾患にも対応可
能であること、熊本大学医学部附属病院神経精神科
内の基幹型認知症疾患センターのバックアップ体制
があり、県内の認知症医療体制が整っていることも
特色である。介護保険の未申請例のうち、およそ半
数は、適切に介護保険の申請をおこない、およそ
20％はインフォーマルな支援サービスを利用するこ
とによって、初期集中支援チーム介入例の 90％で、
その後も在宅生活を継続できた。 

 課題としては、当初の事業計画通り認知症初期の
早期介入に関する事例が順調に支援体制に引き継が
れた例がある一方で、経済事情や生活保護などの権
利擁護も含まれるような事例、介護家族にもさまざ
まな問題を抱えている事例、認知症に加えて複数の
身体合併症の管理も含めた包括的な医療支援が必要
な事例など、いわゆる困難事例の相談も上がってき
た。困難事例への対応が、全国平均に比べておよそ
1.2倍となっているが、これは荒尾市に困難事例がこ
とさらに多いというわけではなく、困難事例は「困
っていること」が見えやすいために、家族や地域か
らの相談が上がりやすかったと考えられる。困難事
例への支援は、もともと地域包括支援センターが主
に担当する業務の一つであるが、全国的に地域包括
支援センターはマンパワーにも限りがあり、現実的
にはすべてのニーズに対応できていない。その一部
が初期集中支援チームの対象者となっていたと推察
される。したがって、地域包括支援センターの業務
との重複・業務分担に関する課題がある。また、認
知症予防介入という観点で初期集中支援チームを活
用するのであれば、対象者を選定する場合に、認知
症が疑われる MCIを含む認知症の初期の対象者を、
どのようにスクリーニングしていくかということ、
認知症の話題そのものが本人や家族にとってデリケ
ートな話題でもあることから、介入のきっかけをど
のように工夫するかということも課題である。さら
に、スタッフのマンパワーの確保、人件費を含むコ
スト対費用の検討、なども挙げられる。 

 

おわりに 
 初期集中支援チームを実践していく中で、初期集
中支援チーム事業の「初期」の意味合いは、「認知症
の初期」から支援することによって認知症発症予
防・進行抑制を図ろうということと同時に、既存の
医療システムや介護システムに適切に導入できてい
ない事例に対する「支援の初期」の意味合いがある
ことに気づかされる。現在の本邦における認知症施
策の基本的な考え方は、在宅医療・在宅介護であり、
在宅生活を多職種が連携しながら支援する、という
方向性である。在宅生活を送るためには、医療・介
護システムの構築とともに、市民・住民がそれらを
うまく活用できる仕組みづくりもまた必要であり、
今後は地域全体が相互に支援し合える地域づくりが
求められていると考える 3）。初期集中支援チームの
事業が生活しやすい地域づくりの切り札として活用
されることを期待したい。 
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州老年期認知症研究会で発表された内容です。 
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